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20世紀末からの佐賀県玄界灘漁業の危機
一統計分析結果一
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Fishery Crisis at Genkai Sea in Saga Prefecture since 1990s 
一-A Statistical Analysis-
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要約
現夜、漁業も含め有明海の生物環境問題が社会問題化しているが、有明海の漁業不振以上に深刻なの
は、佐賀県玄界灘の漁業でらある。 本稿は、統計分析を通じて、佐賀県玄界灘の漁業が、 1990年代から
生股総量と生産総額を激減させるのみならず、 l経常体当たりの生産泣、生産額、及び所得までも低下
させてきていることをi切らかにし、この現象がまさに漁業経営の危機と言わなければならない深刻な事
態であることを指摘したものである。
Summary 
Bioenvironmental problem at ArialくeSea attracted many person's attention. But the condition 
of fishery at Genkai Sea in Saga Prefecture is more severe than that at Ariake Sea. So in this 
paper 1 tried to inquire the real condition of the fishery at Genkai Sea in Saga Prefecture. And 
the method of this paper is the general statistical analysis. As the result of this study， 1 found 
out following matters. Namely， the product and the output of the fishery at Genkai Sea 
decreased. Especially the output of the fishery household decreased since 1990. So 1 must say 
this severe condition as a kind of the crisis of the fishery. 
キーワード (Keywords) 漁業の危機 (FisheryCrisis)、佐賀県玄界灘 (GenkaiSea in Saga 
Prefecture)、有明海 (Ar泊keSea)、沿岸漁業 (Coastalfishing)、漁業生産法 (Productof fishery) 
1. 本稿の自的
2000年秋から2001年春にかけての有明海にお
ける養殖ノリの歴史的不作を契機に、それ以来漁
業を含め有明海の諮問題が社会問題化しているた
め、その他の地域、たとえば佐賀県玄界灘の漁業
If~j I援が話題になることは少なくなった。また漁業
の問題にしても有明海における漁業生産量の減少
の問題が大きく坂り上げられているため、その他
の地域における漁業の問題は余り話題にされない
傾向が見受けられる。しかし今日、漁業の生産最
や生産額の減少傾向は有明海に限られた現象では
なく、また、むしろ有明海以上に深刻な地域が存
在することにも注意しなければならない。そのよ
うな観点に立ち、本稿は、同じ佐賀県内において
玄界灘の漁業問題がむしろ有明海以上に深刻であ
ることを指摘することを目的とする。また、この
問題の解明こそが本研究センターに課された新た
な課題であること、したがって今後この問題をさ
らに掘り下げていくための研究課題にも言及する
ことを目的とする。
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2.有醗海症と玄海海区
国 iに見られるように、佐賀県内における漁業
は、県南部の有明海沿岸と県北西部の玄界灘の2
つの海区において行われている。
本稿では前者を佐賀有明海毘あるいはただ有明
海i玄、後者を佐賀松浦海i豆あるいはただ松浦海区
と呼ぶことにする。なお後者は玄海海区と呼ばれ
ることも多いが、本車両では松浦海区という用語に
統一したい。
3.松浦海軍における漁業生態量の激減
( 1 )海区全体
鴎2は1965年以降の佐賀松浦海区、佐賀有明
海i豆、および沿岸漁業(全国)の漁業生産量の推
移を示したものである。なお比較の対象として日
本全体の沿岸漁業を坂り i二げているのは、本稿の
対象海区である佐賀松浦海区の漁業の大半が沿岸
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漁業に含まれる(註 1)ため、松浦若手区の漁業が、
それを含む日本全体の沿岸漁業と共通する動きを
しているのか、それとは異なる勤きをしているの
か、比較しつつ検討するためである。さて日本の
沿岸漁業の生産最は1985年をピークにその後減
少傾向を示している。それに対し、佐賀県内にお
いては、 1971年までは有明海区と松浦海底の漁
~J一刻全冨)時:
.&.-4-
1500 
1000 
500 
o 0 
1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 
函2 漁業生産量の推移
資料 民林水産省 5試合業・養殖業生産統計年報;、佐賀J1Jliホ統計協会 7佐賀民林水産統計
年報J。
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業生産量(註2)は肩を並べていたが、それ以降
は、有明海J~のそれは増加傾向を示し、 2000~
2001年度の不漁を除けば今日に至るまでまだ増
加傾向を維持しているように見える。しかし一方、
松浦海涯の漁業生践;量は、その後噌減を示しつつ
1980年にピークに達して以降減少傾向を示し、
特に90年代の減少が著しくなっている。
では、この松浦海区における漁業生産量の減少
傾向は、どの程度なのか。図3は、そのことを検
討したものである。これは佐袈松浦海区の漁業生
産量:が最大{障を示した1980年を100としてその
後の動向を佐賀有明海区と全国の沿岸漁業の動向
と比較したものである。 J~から佐賀松浦海区の漁
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業生産量の落ち込みが著しいことが読み取れよ
う。すなわち、全国の沿岸漁業の生産量は1985
年以障減少しつつも2001年では1980年の75%
水準を何とか維持している。そのような中で、佐
賀県内においては、一方の佐賀有明海区の漁業生
は2001年には不漁のため1980年水準を下@J
ったが、全体的にはむしろ璃加傾向を示している
ように思えるくらいである。しかし、{由方の佐賀
松浦海 J~のそれは 1980年以降減少傾向を示し、
特に 1990年以降は大きく減少し、 2001年では
1980年の26%までに急減してきているのであ
る。まさに危機的状況と見なければならない。
1995 2000 
歯3 1980年の漁業生産量を100としたその後の動向
資料:1;g12に同じ。
(2) 1経営体当たり
では次に、潟、家1経営体当たりではどうなのか。
まず図4で経営体数の推移を見たい。鴎から、
1960年頃までは松浦海毘の漁業経営体数は有明
海区のそれと肩を並べており、図2で見たように、
1960年前後頃までは、経営体数、漁業生産量、
及び後で鴎7で見るように漁業生産額において
も、掃海区ではほぼ同じ水準の漁業が行われてい
たことがうまかる。
しかし1960年代において有明海区では漁業経
営体数が急、増したのに対し、松浦海区では経営体
数の変化は少なく、 1980年代以昨減少傾向に転
じ、今日では1960年代当時の半分程度に減少し
てきている。
さてJli題は、漁業生産量も経営体数も激減する
中で、いったい l経営体当たりではどうなのかと
いうことである。図5はその点を検討したもので
ある。ここには興味深い点が示されている。すな
わち松浦海区の 1経営体当たりの漁業生産量は
1989年までは有明海区のそれと同水準に屑を並
べつつ、しかも有明海区の動向と同様に増加して
きたが、 1990:年以降になると、有明海区の方が
増加傾向を維持し続けているのに対し、逆に減少
傾向に転じ、大きく落ち込んできているからであ
る。しかもその結果、 1995年以降には全国の沿
岸漁業の平均をも下回るようになってきたのであ
る。そして現夜では有明海区のそれが40トン前
後、また全国の沿岸漁業の平均が15トン水準で
4 
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隈4 松浦海区と有閉海区の漁業経営体総数の推移の比較
資料:佐賀民林統計協会?佐賀民;f'A;7]<lIN.統計年報』。
あるのに対し、松浦海区のそれは有明海区の4分
のlの10トン水準にまで減少してきている。こ
うして、 1990年代以i録、松浦海区の漁業・漁家
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は、経営聞において危機的局面に遭遇してきてい
るのではないかという危唄がもたれる。
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霞5 1経営体当たりの漁業生産量の推移
資料:良林水産省『漁業・養殖業生産統計年報J、同?漁業動態統計
(年報H、佐賀農林統計協会 f農林水産統計年報j。
(3)魚種別
では次に、そのような危慌に応えなければなら
ないが、それは4の (3) で言及することにし、
その前に本項では、松浦海i玄において、どのよう
な魚類が減少・衰退しているのかを見ておきた
し、。
図6は、そのことを見たものである。漁業生産
量の減少に最も影響をもたらしたのは最大部門の
魚類の激減である。また、かつて一定の生産量を
持っていた海藻類やノリが今日では消滅したこと
も見逃せない。さらに貝類の減少も著しい。それ
らに対し、ノリ以外の養殖業のみが生産量を維持
させていることが注目される。そして2000年以
降はノリ養殖業以外の養殖業が「えぴ・かに類J
を抜き魚類に次ぐ第2位の部門となり、 2001年
では魚類が全体の64%、ノリ以外の養殖業が
19.6%となっており、松浦海区の今後の漁業展
開における養殖業の;重要性を|暗示している。
5 201陀紀末からの佐賀県玄界灘漁業の危機
~異類
自えび・かに圃
いか姐Tここま夏
目魚類
口ノリ以外の
養殖業
髄ノリ
国海藻類
????????
?
??
?
??
?
? ?
?
トン
45000 
40000 
35000 
30000 
25000 
20000 
15000 
10000 
5000 
0 
1960 1995 1990 1985 1980 1975 1970 1965 
松j湾海区における魚種別の生態襲の推移図6
資料:1立14に同じ。
有明海i去のそれは既に 1978年をピークに減少傾
向を見せているし、松浦若手区でも 1983年にピー
クを迎え、その後は減少傾向に転じており、厳し
し、局面を見せている。ただ、その減少の程度につ
いては、図γからは判断しがたいため、別のiヌ!を
作成して検討してみよう。
4.松浦海産における漁業生産額の激減
( 1 )港区全体
では、漁業生産額(註3)の面でも松浦海区の
漁業は衰退しているのであろうか。
臨7を見られたい。日本の沿岸漁業の生産額は
1990年がピークであり、比較的近年まで増加傾
肉を維持していたわけだが、一方、佐賀県では、
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資料:段林水産省『漁業・主主殖業生皮統計年報;、佐賀農林統計協会 F佐賀民
林水産統計年報J。
設:1970~72年の佐賀県のデータは「佐賀民林水産統計年羽むに不指紋。
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図8-1がそれだが、松浦海i乏の漁業生産額が
ピークに達した1983年を起点にその後の動向を
示してみたものである。松浦海j支の生産額は91
年まではそれほどの落ち込みを見せず、むしろ有
明海註の落ち込みのほうが激しかったが、 92年
以降は有明海区が落ち込みから立ち註りつつある
のに対し、松浦海|乏では落ち込みが激しさを増し、
94年以降は有明海区の割合を下回るに至り、近
年の落ち込みが激しいという特徴を示している。
そこで、この点、すなわち近年ほど松浦海区の
漁業生産額の落ち込みが激しいという点を更に検
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毘8-1 1983年の漁業生産額を100としたその後
の動向
資料:1主12に同じ。
(2) 1経営体当たり
こうして生産額においても松浦海区の漁業は危
機的状況に至っていることが暗示されたわけだ
が、では 1経営体当たりではどうなのかを見なけ
ればならない。図9は、その点、を見てみたもので
ある。これまで見てきたように、松浦海区の漁業
も有明海区の漁業も、おおむね1960年代におい
ては、漁業経営体数、漁業生産量、 I経営体当た
り漁業生産量、漁業生産額においでほぼ肩を放べ
ていたが、 1経営体当たり漁業生産額も1960年
代には両海区で大差はなく 200万円前後の水準た、
ったし、また1970年代および80年代には雨海区
ともそれを伸ばしたが、有明海|玄の1FIぴの方が松
浦海[Sの伸びよりも高かった。有明海のそれはそ
の後も伸び続け、 2000~2001年のノリ不漁年の
討するため、国8-2に、 1990年を起点にしたそ
の後の動向を示してみた。なおこの図は沿岸漁業
(全開)の生産額のピーク年の1990年を起点とし
たその後の各海区の生産額の動向を比較する関と
もなっている。ここから、 1990年以昨では有明
海区では生産額を仲ばしているのに対し、松im海
区ではその逆に生産額を低下させ2001年では
1990年の半分以下に急減していることが分かる。
こうして松浦海区の漁業生産額は特に1990年以
降急減してきていることが判明した。
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の動向
資料:1き12に同じ。
減少も全体的にはiヨ立つものではなく、全体傾向
としては今日まで増加傾向を維持している。
1990年前後には雨海区のそれは900万円前後で
むしろ肩を並べていたが、松浦海区のそれは
1990年代以j降、減少傾向に転じ、 2000年前後に
は有明海区での1200万円水準に対し松浦海区で
は600万円水準と、ダブルスコアの差を示すに
っている。
なお一方、沿岸漁業の全国平均の l経営体当た
り生産額は常に位賀県の2海区よりも低水準で推
移しているが、変動は小さく、 1990年代以降は
若干減少しているがそのi隔は小さい。逆に1990
年以降における松浦海j亙の生産額の激減が著しい
点が目立っている。
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図9 1経営体当たりの漁業生産額の推移
資料 :jZ林水産省 U'jf[t業動態統計(11三報).il、 l司?漁業・ 1主Jil'業生産統計
年報J 、佐賀民林統計協会?佐翌日~;j*7jく jlì~統計.:!f羽H 。
設:1970~72年のデータは「佐賀民林水Hl!.統計年卒艇に不掲載。
今見たのは漁業生産額で、あった。しかし、それ
以上に重要なのは漁業「所得」の動向である。そ
こで次にこの点にアプローチしてみたい。
図10から、有明海区において最も数が多い経
営体はノリ養殖業であることが分かる。つまりノ
リ養殖業経営体が有明海区の漁業を代表する経営
体であるということができる。そして、図11か
ら、今日ではノリ養殖業は佐賀県内では有明海区
のみでしか行われていないことが分かる。以上の
ことから、佐賀県内ではノリ養殖業といえば、そ
れは有明海区の漁業経営体に代表される経営体で
あるということカ1で、きる。
他方、図12から、松浦海区では、ノリ養殖業
以外の経営体、言い換えれば漁船漁業経営体が漁
業経営体数の大半を占め、松浦海区の漁業を代表
する経営体となっていることが分かる。また留
13から、佐賀県内でノリ義殖業以外の経営体数
の大半は松浦海区に集中していることが分かる。
こうして以上から、ノリ養殖業以外の経営体と
えば、それは松浦海底の漁業経営体に代表される
経営体であるということができる。
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図10 有鵠海区における漁業経営体数の推移
資和~ : [ま14に同じ。
図11 佐賀県内におけるノリ養殖業経営体数の推移
資料:Izl4に問じ。
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関12 松浦海区における漁業経営体数の推移
資料:1立14にI'iJじ。
さて目下、有明海毘と松浦海|互の漁業経営体の
漁業所得のデータを直接的に得ることはできな
い。しかし、国14のように、佐賀県におけるノ
リ漁家と漁船漁家の漁業所得のデータを得ること
はできる。 ヒ述のように、ノリ漁家と言えば、そ
れは有明海区の代表的漁家で、あり、ノリ養殖業以
外の漁家、すなわち漁船漁家と言えば、それは松
?臨海区を代表する漁家であることを舵認した。し
たがって、罷14における、ノリ漁家は有明海IR
の代表的漁家、ノリ養殖業以外の漁家とは松浦海
区の代表的漁家と読み帯えることができる。
こうして図14を見ると、有明海のノ 1)漁家の
漁業所得は、 1980年代には大きく減少し、かつ
また変動が大きかったが、 1990年代には変動は
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図13 佐賀県内におけるノリ養殖業以外の経営体数
の推移
資料:1ま14にいlじ。
大きいものの、 2000年設9i百年度を別とすれば、
600~700万円前後の所得、すなわち一般都市勤
労者並みの所得を得ていると見られる。それに対
し、松浦海区の漁家の実態を反映していると考え
られる漁船漁家の漁業所得は、 1980:"1コー代は300
万円前後と低かったのみならず、 1990年代には
200~300万円台に減少してきていることが見て
取れる。
以上から、 1990年代以降における 1経営体
(漁家)当たりの漁業生産額の600万円水準への
低下、及び漁業所得の200万~300万円水準への
低下、という現象から、松浦海区の漁業・漁家経
営の危機的状況を結論せざるを得ない。
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図14 漁家1戸当たりの漁業所得の推移(佐賀県)
資料:佐賀県水涼林務1f1Pf成14年度佐賀県水産業の動向ふ
註:ノ 1) 設殖は 4 J=J~翌年 3月、漁船漁業は 1 月 ~12月。
201止紀末からの{!e佼県玄5判明i漁業の危機 9 
(3)魚種別
最後に、松浦海区の漁業生産額の激減を魚穣の
視点から見てみたい。それは図15に示した。こ
こから漁業生産額激減の最大要国として、魚類の
生産額の激減を指摘することができる。また、え
び・かに・いか類の減少、及びノリ類の消滅も見
落とせない。一方、ノリ以外の養殖業の生産額が
維持されてきている点に注目しなければならな
L 、。そして、ノリ以外の養殖業は1981年以降、
魚類に次ぐ第2位の生産額を占めていたが、
(1000万円)
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2000年にはついに魚類を抜いて第l位の部門と
なった。 2001年においてはノリ以外の養殖業が
生産額全体の43.0%、魚類が33.2%となってい
る。こうして、松浦出区の漁業・漁家は全体とし
ては量質両国において危機的状況にあるが、その
中で相対的に魚種の内訳としては魚類からノリ以
外の養殖業へのシフトが見られ、いわばノリ以外
の養殖業が松浦海尽の漁業の戦略的部門となりつ
つある様子が窺し鳴|られる。
外の養殖業
口ノリ以外の
養殖業
騒ノ1)
羽海藻類
圏畏類
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閣15 松浦海区における魚種別の生産額の推移
資料医14に同じ。
4.結論と課題
(1)結論
21世紀を待たずして日本の漁業生産量と生産
額は全体として増加傾向から減少額向の段階へと
入ってきている(註4) が、たとえ生産量や生産
額の総体が減少しでも、 1経営体当たりにおいて
漁業生産額及び漁業所得が増加ないし維持されて
し、れば、経営としての持続的維持は可能となる。
しかし、佐賀県玄界灘(松浦海毘)においては、
1980年代以降、漁業の生産量のみならず生産額
も所得も減少し、特に1990年以降の10年間にお
いては、それらの減少率は漁業経営体数の減少率
を上回っていたため、 1経営体当たりの生産量も
生産額も所得も減少傾向を示すようになった。そ
して、このような現象はこれまでにはなかった新
しい現象であり、強いて言えば201世紀末的現象
と言えるかもしれない。このことは漁業経営の経
済基盤が崩れ始めたことを意味する。言い換えれ
ば、漁業のみでの正常な経営が成り立たないこと
を意味する。その意味で、本稿は松浦海区の「漁
業・潟、家の危機j という結論ニニ評価を下さざるを
得なかった。
(2)今後の課題
では、このような危機的状況に対し、漁家経営
はどのように対応しているのか。あるいは、この
ような状況下で漁民履分解や地域的分化が進んで
いるのかどうか。また一方で、このような危機的
状況を生んた、要因は何だったのか。 自然的要因な
のか、社会経済的要困なのか。今後これらの課題
10 小林恒夫
に応えなければならない。
さらに、それ以上に重要な課題は、このような
危機からの脱出方向、あるいはそれと共存する新
たな方向性の究明である。
これらの課題には次号以上の本研究報告で応え
たい。
([tJ， 1) iuW漁業の7主義については、 liJじ}主体水政省?の統計の
11 1 でも 5漁業動態統計j のように終的1i~を fすめた統計も見
られるが、多くのよお合は f漁船~I:使用漁業、 1!\\動力自n及び
10トン未満の動力船を使用する漁業!lf[びに定I1鵠司漁業及び
地びき網漁業j というように養殖業を除いたものとして定
義されているし、本fL1の対象tl，手 IX:の松ìJlì ìfiilXでも主t'll~:;体数
の87.7%(200 ]ll'-)がそれに相当するため、本総では沿
岸漁業には長引業は73まれないものと疎!解し、そのような
定義でデータを佼別している。
(註2)貝類はむき身換算、ノ 1)，ま生換算のiId_ltである。また
年度は全て j符年 (1 月 ~12m である。したがってノリ等
に閲しては不ぬの2000 1f夜明白年度 (4FJ~潔年3m では
生産Jitが激減する有IVJ海阪の動向とズレが兇られることに
注なされたい。
(設3)年度は全て府年 (1月 ~12m であるため、ノリ等に
淡lしでは(託2)で指摘した主主前九年度とのズレに注なされ
fこL、。
(iji，4)近年の?水産自iむより。
